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 これらの問題意識を前提に，本研究では次の 4つの研究課題を設定した。 
 
研究課題１：英語教育の早期化が求められるにいたるまでの国家・国民の問題意識は何だったのか。 
（第 3章 早期英語教育政策過程における「問題の流れ」） 
研究課題２：英語教育の早期化という政策アイディアは誰がどのような内容で提起してきたのか。 





















に本節では，ラスウェル (1959) ，アリソン・ゼリコウ (2016a, 2016b) ，Cobb & Elder (1983) の各モ
デルを紹介した。 
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第３章 早期英語教育政策過程における「問題の流れ」 
 
第 1節 国際社会への日本の復帰 


































第 8節 本章のまとめ（省略） 
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第４章 早期英語教育政策過程における「政策の流れ」 
 












第３節 OECD教育調査団による報告書 (1971) 
 1971 年には OECD 教育調査団の報告書がまとめられ，その中で日本での早期英語教育が提言され
た。またこの調査団には上述のライシャワーがメンバーとして参加していた。 
 











 英語教育団体からも提言がなされている。改善懇は 1985年 12月 1日に発表した「英語教育の改善
に関するアピール」で外国語教育を初等教育から始める方策について検討するよう求めている。






































































































第 5節 本章のまとめ（省略） 
 





  （日経連, 1955） 
  ④ 語研における児童英語教育の組織的実践 (1963
〜)→児童英語教育の独自性の要求 





    ⑦ 中学校英語週 3時間制への不安 
     （中学校学習指導要領の改訂, 1977） 
     ⑧ 早期英語教育への組織的，学術的 
       取り組みの必要性の認識 (JAPEC,  




   →全校種での英語カリキュラムの改善欲求 
 
 








① UNESCOにおける議論 (1962) 
 
 
          ② 有識者による提言（例： E.O. 
            ライシャワーの 1969年以降 
            の発言） 
 
 
③ OECD教育調査団による報告書 (1971) 
④ 日本経済調査会議による提言 (1972) 
  ⑤ 英語教育関連団体の運動体としての組織化 
    改善案の提言（改善懇） (1972〜) 
          ⑥ 経済同友会教育問題 
            委員会による提言「多様化へ 







   ⑧ 臨教審設置 (1984) 
 
          ⑨ 臨教審第二次答申 (1986) 
C 政治の流れ 






















① 米国における FLESの流れ 






1950〜           1960年代後半 1970〜           1970年代後半 1980年代〜 
図. 英語教育の早期化における「政策の窓」が開くまでの歴史的変遷 
政策の窓が開く 
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